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第１編　行政法総論　２　公法と私法

２　公法と私法

第１．公法私法二元論

１．公法私法二元論
公法関係：私人相互間ではみられない特殊な法的規律の適用を受け
る関係
私法関係：私人相互間と同様の法的規律に服する関係
→公法と私法には本質的な差異があり、それぞれに適用すべき法規・
法原則を異にする

２．公法私法二元論否定説

⑴　公法と私法を区別すべき理由と否定説の論拠
①特定の法律関係に公法と私法のどちらを適用すべきか
②公法法規に違反した私法上の行為の効力はどうなるのか
について結論が出る
→否定説によれば、以下の理由から、公法と私法を区別せずとも、
上記①・②の論点に結論を出すことができ、結果、公法と私法を
区別する必要がない

⑵　①特定の法律関係に公法と私法のどちらを適用すべきか

ア　明文の規定がある場合
当該規定の解釈問題

イ　明文の規定がない場合
私法を適用すべきかについて当該法律関係を規律している法律の趣
旨に基づき解釈

⑶　②公法法規に違反した私法上の行為の効力はどうなるのか
当該法規の趣旨に基づき、私法上の行為の効力を維持しておくこと
ができるか、無効とすべきか判断する

Advance 公法上の権利

上記①、②に加え、公法上の権利は相続の対象とならない、譲渡するこ
とができない、と説明されることがあった。この問題についても、当該公
法上の権利の発生・内容を定める法律の趣旨から解釈して決定すれば足り
るとされる。例えば、生活保護受給権は相続の対象とならない（最大判昭
42.5.24朝日訴訟） 予H29-14-ｳ

短答 4頁

問題第1問　論証 1頁
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第２．行政上の法律関係と私法の適用

判例 最大判昭28.2.18 ～農地買収処分と民法177条～
事案：原告Ｘは昭和18年３月20日、訴外Ａと本件農地の売買契約を締結し、即

時代金を支払い、本件農地の引渡しを受けた。本件農地は訴外小作人Ｂに
より耕作されており、Ｘは昭和19年４月ごろから本件農地の所在市町村に
居住していた（したがって、Ｘは在地地主である）。本件農地については
諸般の事情により、所有権移転登記は経由されておらず、訴外Ａが登記簿
上の所有者であった。訴外Ｃ農地委員会は、登記簿に基づき、本件農地の
所有者をＡとし、Ａが不在地主であると認定し、本件農地について買収計
画を定めた。Ｘはこれに対し異議の申立てをしたものの却下され、さらに
被告Ｙ（大分県農地委員会）に訴願の申立てをしたところ、Ｘは本件農地
所有権の取得につき登記を経由していないため民法177条に基づき第三者
にこれを対抗できないとして、訴外Ｃ農地委員会が本件農地の所有者をＡ
と認定したのは正当であるという理由で棄却裁決をした。Ｘはこの裁決の
取消しを求めて出訴した

要旨：「自作農創設特別措置法（以下自作法と略称する）は、今次大戦の終結
に伴い、我国農地制度の急速な民主化を図り、耕作者の地位の安定、農業
生産力の発展を期して制定せられた」「政府は、この目的達成のため、同
法に基いて、公権力を以て同法所定の要件に従い、所謂不在地主や大地主
等の所有農地を買収し、これを耕作者に売渡す権限を与えられている」「即
ち政府の同法に基く農地買収処分は、国家が権力的手段を以て農地の強制
買上を行うものであって、対等の関係にある私人相互の経済取引を本旨と
する民法上の売買とは、その本質を異にする」「従って、かかる私経済上
の取引の安全を保障するために設けられた民法177条の規定は、自作法に
よる農地買収処分には、その適用を見ない……。されば政府が同法に従っ
て、農地の買収を行うには、単に登記簿の記載に依拠して、登記簿上の農
地の所有者を相手方として買収処分を行うべきものではなく、真実の農地
の所有者から、これを買収すべきものである」
「そのことは、自作法１条……の趣旨からしても十分に理解せられる」

「同法が農地買収についての基準を、いわゆる不在地主の農地であるかど
うか即ち農地の所有者が実際に農地の所在市町村に居住しているかどう
か、又は、地主が農地を自作しているか、小作人をして、小作せしめてい
るか等所有者とその農地との間に存する現実の事実関係にかからしめてい
る等、自作法に定められた各種の規定自体から推しても、同法の買収は、
真実の農地所有者について行うべきであって、登記簿その他公簿の記載に
農地所有権の所在を求むべきでない」

短答 4頁

買収処分の対象者が自作
農か不在地主か認定をする
場合に民法177条が適用さ
れるか

農地買収は真実の農地所
有者について行うべきであ
る
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＜通常の流れ＞

自作６Ⅰ ７Ⅰ

＜買収処分の効果＞

＜買収計画に異議がある場合＞

農地の対価に不服がある場合は、
国を被告として訴訟で争うことが
できる（19 Ⅰ本文、Ⅱ）

６Ⅴの縦覧期間中に
市町村農地委員会に異議申立て

市町村農地委員会による
農地買収計画の決定

12 Ⅰ

買収令書記載の時期に
農地の所有権は政府に移転する

13Ⅰ本文

政府はその対価を、買収の時期に
おける当該農地の所有者に支払わ
なければならない

６Ⅴ

公告（縦覧期間 10 日）

８ ７Ⅳ

不服ある場合
都道府県農地委員会に訴願都道府県農地委員会による承認

７Ⅲ

縦覧期間満了後20日以内に決定

９Ⅰ本文

買収（所有者に対して買収令書交付）

７Ⅴ

訴願期間満了後20日以内に裁決

判例 最判昭31.4.24 ～租税滞納処分と民法177条～ 司H21-21-ｳ,予H24-13-

ｳ,R1-13-ｳ,R6-13-ｱ

事案：Ｘは昭和21年２月８日訴外Ａ社から本件土地を買い受けたが、Ａ社社長
が登記関係書類の交付を怠ったため、所有権移転登記はしなかった。Ｘは
本件土地を自己所有の土地として、訴外Ｂ税務署長に対して財産税の申告
を行い、諸税を納付していた。Ｂは、Ａ社に対する昭和24年度滞納国税19
万円余りの徴税のため、Ａ社の工場内にある機械器具の差押えをした。こ
れに対しＡ社からＡ社名義の本件土地を差し押さえるよう懇請され、これ
に応じることにした。本件土地の管轄所であるＹ税務署長は、Ｂから引継
ぎを受け、昭和25年８月21日にＡ社が登記簿上の所有者である本件土地を
差し押さえ、その旨の登記をした。ＸはＹに対し、本件土地は自己所有で
あるとして差押えの解除を申請し、Ｂに対しても苦情を申し立てた。さら
に同月31日に本件土地につきＸ名義の所有権移転登記を了した。しかしＹ
はＸ名義の登記が差押登記に後れることを理由として、昭和26年10月22日
にＺを競落人として公売処分をした。ＸはＹに対して公売処分の無効確認
訴訟を、Ｚに対して公売処分の無効を前提として、本件土地所有権に基づ
く妨害排除請求としての所有権移転登記抹消登記手続請求をした

要旨：「国税滞納処分においては、国は、その有する租税債権につき、自ら執
行機関として、強制執行の方法により、その満足を得ようとするもので
あって、滞納者の財産を差し押えた国の地位は、あたかも、民事訴訟法上
の強制執行における差押債権者の地位に類するものであり、租税債権がた
またま公法上のものであることは、この関係において、国が一般私法上の
債権者より不利益の取扱を受ける理由となるものではない。それ故、滞納
処分による差押の関係においても、民法177条の適用がある」
「国が登記の欠缺を主張するにつき正当の利益を有する第三者に当るか

租税滞納処分による差押
えと未登記の譲受人との関
係には民法177条の適用が
ある

第三者の解釈
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どうかが問題となる」「第三者が登記の欠缺を主張するにつき正当な利益
を有しない場合とは、当該第三者に、……登記の欠缺を主張することが信
義に反すると認められる事由がある場合に限る」
「本件において、一方において一般国民のために租税を徴収し公売制度
の信用を維持すべき国の公益的立場および善意無過失の第三者としてもっ
とも保護に値する競落人の立場と他方……移転登記の経由を怠っていたこ
とのために……取引上通常被ることのあるべき損失を被ることはやむを得
ない」「Ｘの立場とも比較考慮すれば、本件において、国が登記の欠缺を
主張するにつき正当の利益を有する第三者に当らないというためには、
……Ｘにおいて本件土地が所轄税務署長からＸの所有として取り扱わるべ
きことをさらに強く期待することがもっともと思われるような特段の事情
がなければならないものと解する」

  

＜国税滞納処分＞ ＜民事執行法上の強制執行（金銭執行）＞

10日以内に払われない

納税義務者によって納税
義務が履行されない状態

督促
（税通 37）

債務不履行の状態

判決手続による債務名義
の取得・執行文付与

滞納処分
（同 40）

差押え
（税徴 47）

換価
（同 89）

配当
（同 128）

申立て

差押え

換価

配当

判例 最判昭50.2.25【百選Ⅰ22】～国に対する安全配慮義務違反に
基づく損害賠償請求と消滅時効～ 司H25-38[23]-5,予H24-13-ｴ,R1-13-ｱ,R6-13-

ｳ

事案：昭和40年７月13日午後11時５分ごろ、自衛隊の整備工場において訴外Ａ
の運転する大型自動車が後進中、車両を整備していた訴外Ｂを轢き、訴外
Ｂは死亡した。訴外Ｂの相続人であるＸら（Ｂの父母）は国家公務員災害
補償法15条による補償金76万円を受領した。Ｘらは補償金以外に別途国に
損害賠償請求ができることを知らなかった。その後、国に損害賠償請求が
できることを知ったため、被告Ｙ（国）に対し、昭和44年10月６日、自動
車損害賠償保障法３条による損害賠償請求訴訟を提起した。第一審では、
上記損害賠償請求権は３年（平成29年法律第44号による改正前の民法724
条）で消滅時効にかかり、Ｘらが損害及び加害者を知ったのは事故日の昭
和40年７月13日であるとして消滅時効の抗弁が認められた。これに対しＸ
らは控訴審においてＹは自衛隊員の使用主として、隊員が服務するについ
てその生命に危険が生じないように注意し、人的物的環境を整備すべき義
務を負担しているものであるが、Ｙは右義務を怠り、本件事故を発生させ
たのであるから、これに基づく損害を賠償すべき責任があること、当該請

背信性が認められる場合

本判決の差戻上告審（最
判 昭35.3.31【 百 選 Ⅰ9】）
において、Ｙが背信的悪意
者であると認定され、公売
処分は無効であるとされた
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求権の消滅時効は10年であると主張した
要旨：「国は、公務員に対し、国が公務遂行のために設置すべき場所、施設も

しくは器具等の設置管理又は公務員が国もしくは上司の指示のもとに遂行
する公務の管理にあたって、公務員の生命及び健康等を危険から保護する
よう配慮すべき義務（以下「安全配慮義務」という。）を負っているもの
と解すべきである。」「けだし、右のような安全配慮義務は、ある法律関係
に基づいて特別な社会的接触の関係に入った当事者間において、当該法律
関係の付随義務として当事者の一方又は双方が相手方に対して信義則上負
う義務として一般的に認められるべきものであって、国と公務員との間に
おいても別異に解すべき論拠はなく、公務員が前記の義務を安んじて誠実
に履行するためには、国が、公務員に対し安全配慮義務を負い、これを尽
くすことが必要不可欠であり、また、……災害補償制度も国が公務員に対
し安全配慮義務を負うことを当然の前提とし、この義務が尽くされたとし
てもなお発生すべき公務災害に対処するために設けられたものと解される
からである。」
「そして、会計法30条が金銭の給付を目的とする国の権利及び国に対す
る権利につき５年の消滅時効期間を定めたのは、国の権利義務を早期に決
済する必要があるなど主として行政上の便宜を考慮したことに基づくもの
であるから、同条の５年の消滅時効期間の定めは、右のような行政上の便
宜を考慮する必要がある金銭債権であって他に時効期間につき特別の規定
のないものについて適用される」「そして、国が、公務員に対する安全配
慮義務を懈怠し……公務員に対し損害賠償の義務を負う事態は、その発生
が偶発的であって多発するものとはいえないから、右義務につき前記のよ
うな行政上の便宜を考慮する必要はなく、また、国が義務者であっても、
被害者に損害を賠償すべき関係は、公平の理念に基づき被害者に生じた損
害の公正な填補を目的とする点において、私人相互間における損害賠償の
関係とその目的性質を異にするものではないから、国に対する右損害賠償
請求権の消滅時効期間は、会計法30条所定の５年と解すべきではなく、民
法167条１項により10年と解すべきである。」

国の公務員に対する安全
配慮義務が認められるか

会計法30条の趣旨及び
安全配慮義務違反に基づく
損害賠償請求権に会計法
30条が適用されるか
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判例 最判平19.2.6【百選Ⅰ23】～違法な通達による失権と信義則～
司H24-21-文章Ⅱ,予H30-13-ｳ

事案：原告Ｘらは、いずれも、広島市に投下された原子爆弾に被爆した者であ
り、ブラジルに移住していた。Ｘらは、いずれも、平成３年から同７年に
かけて、ブラジルから一時帰国し、被爆者援護法等に基づき、広島県知事
から循環器機能障害等の疾病の認定を受け、健康管理手当を支給する旨の
健康管理手当証書の交付を受けた。Ｙ（広島県）知事は、Ｘらがその後間
もなくブラジルに出国したことから、402号通達を根拠として、出国時以
降の本件健康管理手当の支給をそれぞれ打ち切った。Ｘらはそれぞれ平成
14年７月から12月にかけてＹに対して本件健康管理手当の支払を求めて公
法上の当事者訴訟である本件健康管理手当の給付請求訴訟を提起した。訴
訟中の平成15年３月１日、402号通達は廃止され、Ｙは、この廃止に伴い、
Xらに健康管理手当を支給したが、本件健康管理手当のうち、本件各提訴
時点で既に各支給月の末日から５年を経過していた分については、地方自
治法236条所定の時効により受給権が消滅したとして、その支給をしなかっ
た。本件訴訟においてＸらは、Ｙが402号通達に従ってＸらに本件健康管
理手当の支給を怠っておきながら、消滅時効を主張するのは権利濫用ない
し信義則違反であると主張している

  

＜被爆者援護法等＞
ａ. 原子爆弾被爆者の医療等に関する法律
ｂ. 原子爆弾被爆者に対する特別措置に関する法律

ab を統合 被爆者援護法（ｃ）

肝臓機能
障害

循環器
機能障害

造血
機能障害

この扱いについて
法律の規定なし

いずれかにかかっている被爆者に支給される手当
＝健康管理手当（ｂ法５条又はｃ法 27 条が根拠）

abc 全てあわせて
被爆者援護法等という

受給権者が日本から他国へ居住地を
移した場合は失権（402号通達）

要旨：「通達は、行政上の取扱いの統一性を確保するために、上級行政機関が
下級行政機関に対して発する法解釈の基準であって、国民に対し直接の法
的効力を有するものではないとはいえ、通達に定められた事項は法令上相
応の根拠を有するものであるとの推測を国民に与えるものであるから、
……402号通達の明確な定めに基づき健康管理手当の受給権について失権
の取扱いをされた者に、なおその行使を期待することは極めて困難であっ
た」「他方、国が具体的な権利として発生したこのような重要な権利につ
いて失権の取扱いをする通達を発出する以上、相当程度慎重な検討ないし
配慮がされてしかるべきものである。しかも、402号通達の上記失権取扱
いに関する定めは、我が国を出国した被爆者に対し、その出国時点から適
用されるものであり、失権取扱い後の権利行使が通常困難となる者を対象
とするものであった」
「Ｙが消滅時効を主張して未支給の本件健康管理手当の支給義務を免れ
ようとすることは、違法な通達を定めて受給権者の権利行使を困難にして
いた国から事務の委任を受け、又は事務を受託し、自らも上記通達に従い
違法な事務処理をしていた普通地方公共団体ないしその機関自身が、受給
権者によるその権利の不行使を理由として支払義務を免れようとするに等
しいものといわざるを得ない。」「Ｙの消滅時効の主張は、402号通達が発
出されているにもかかわらず、当該被爆者については同通達に基づく失権
の取扱いに対し訴訟を提起するなどして自己の権利を行使することが合理
的に期待できる事情があったなどの特段の事情のない限り、信義則に反し
許されないものと解する」

通達の性質、及び通達が
発出された場合の国民の行
動

Ｙの消滅時効の主張が信
義則に反し許されないこと
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「地方自治法236条２項所定の普通地方公共団体に対する権利で金銭の給
付を目的とするものは、同項後段の規定により、法律に特別の定めがある
場合を除くほか、時効の援用を要することなく、時効期間の満了により当
然に消滅する」「同規定が上記権利の時効消滅につき当該普通地方公共団
体による援用を要しないこととしたのは、上記権利については、その性質
上、法令に従い適正かつ画一的にこれを処理することが、当該普通地方公
共団体の事務処理上の便宜及び住民の平等的取扱いの理念（同法10条２項
参照）に資することから、時効援用の制度（民法145条）を適用する必要
がないと判断されたことによる」「このような趣旨にかんがみると、普通
地方公共団体に対する債権に関する消滅時効の主張が信義則に反し許され
ないとされる場合は、極めて限定されるものというべきである。」
「しかしながら、地方公共団体は、法令に違反してその事務を処理して
はならない……（地方自治法２条16項）。この法令遵守義務は、地方公共
団体の事務処理に当たっての最も基本的な原則ないし指針であり、普通地
方公共団体の債務についても、その履行は、信義に従い、誠実に行う必要
がある」「そうすると、本件のように、普通地方公共団体が、上記のよう
な基本的な義務に反して、既に具体的な権利として発生している国民の重
要な権利に関し、法令に違反してその行使を積極的に妨げるような一方的
かつ統一的な取扱いをし、その行使を著しく困難にさせた結果、これを消
滅時効にかからせたという極めて例外的な場合においては、上記のような
便宜を与える基礎を欠くといわざるを得ず、また、当該普通地方公共団体
による時効の主張を許さないこととしても、国民の平等的取扱いの理念に
反するとは解されず、かつ、その事務処理に格別の支障を与えるとも考え
難い。」したがって、本件において、Ｙが上記規定を根拠に消滅時効を主
張することは許されない

消滅時効の主張が信義則
に反する場合についての解
釈ー時効の援用を不要とし
た地方自治法236条２項と
の整合性

消滅時効の主張が信義則
に反し許されない場合とは
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第３．行政法規違反の法律行為の効力

判例 最判平23.12.16【百選Ⅰ10】～建築基準法違反事件～
事案：Ｘ社はＹ社から賃貸マンション２棟（Ａ棟とＢ棟）の建築を代金約１億

1,000万円で請け負った。本件マンションの建築に当たって、Ｙ社とマン
ションオーナーＣとの間で、建築基準法を遵守した場合には採算がとれな
いという理由で、建築確認を取得し、検査済証を得た後で、確認を受けた
内容と異なる工事をする、Ａ棟の地下のみ、確認図面で建築確認を受け、
実施図面で工事をする、という合意がされた。そのため、建築確認用の確
認図面と、実際の施工用の実施図面が作成された。Ｙ社とＸ社が請負契約
を締結する際にもこの確認図面と実施図面の両方が提示され、上記計画の
説明がＹ社担当者からＸ社代表取締役にされた。当該計画についてＸ社代
表取締役が了承の上で本件請負契約は締結された。本件建物は実施図面ど
おりに建築されれば、建築基準法、同法施行令、東京都建築安全条例に定
められた耐火構造に関する規制、北側斜線制限、日影規制、建ぺい率制限、
容積率制限、避難通路の幅員制限等に違反する違法建物となる
実際に工事を始めた後、Ａ棟の地下で確認図面と違う工事がされている

ことを、区役所の担当者が把握した。同区役所の指示を受けて是正計画書
が作成され、Ｘ社はこれに対応するために追加工事（以下「本件追加変更
工事」という）を行い、Ａ棟及びＢ棟は完成し、検査済証の交付を受けた。
Ｙ社は請負代金の一部については支払ったが、未施工部分があることや工
期遅延の責任があることを理由に当初の契約代金の一部を支払わず、また、
追加工事代金も支払わなかった。そこで、Ｘ社はＹ社に対して請負契約に
基づく請負代金請求訴訟を提起した。控訴審では、本件追加変更工事を含
む上記請負契約は強い違法性を帯びたものであり、強行法規違反ないし公
序良俗違反として私法上も無効であるとして、クリーンハンズの観点から、
請求棄却判決がされた

要旨：本件でＹ社とＣが立てた「計画は、確認済証や検査済証を詐取して違法
建物の建築を実現するという、大胆で、極めて悪質なものといわざるを得
ない。加えて、本件各建物は、当初の計画どおり実施図面に従って建築さ
れれば、北側斜線制限、日影規制、容積率・建ぺい率制限に違反すると
いった違法のみならず、耐火構造に関する規制違反や避難通路の幅員制限
違反など、居住者や近隣住民の生命、身体等の安全に関わる違法を有する
危険な建物となる」「これらの違法の中には、一たび本件各建物が完成し
てしまえば、事後的にこれを是正することが相当困難なものも含まれてい
る……ことからすると、その違法の程度は決して軽微なものとはいえない。
Ｘ社は、本件各契約の締結に当たって、積極的に違法建物の建築を提案し
たものではないが、建築工事請負等を業とする者でありながら、上記の大
胆で極めて悪質な計画を全て了承し、本件各契約の締結に及んだのであり、
Ｘ社が違法建物の建築というＹ社からの依頼を拒絶することが困難であっ
たというような事情もうかがわれないから、本件各建物の建築に当たって
Ｘ社がＹ社に比して明らかに従属的な立場にあったとはいい難い。
以上の事情に照らすと、本件各建物の建築は著しく反社会性の強い行為

であるといわなければならず、これを目的とする本件各契約は、公序良俗
に反し、無効であるというべきである。」
「これに対し、本件追加変更工事は、本件本工事の施工が開始された後、
区役所の是正指示や近隣住民からの苦情など様々な事情を受けて別途合意
の上施工された……その中には本件本工事の施工によって既に生じていた
違法建築部分を是正する工事も含まれていたというのであるから、基本的
には本件本工事の一環とみることはできない。そうすると、本件追加変更
工事は、その中に本件本工事で計画されていた違法建築部分につきその違
法を是正することなくこれを一部変更する部分があるのであれば、その部
分は別の評価を受けることになるが、そうでなければ、これを反社会性の
強い行為という理由はないから、その施工の合意が公序良俗に反するもの

短答 8頁

本件各契約が、公序良俗
に反し、無効といえるか

本件追加変更工事が公序
良俗に反し、無効といえる
か
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ということはできないというべきである。」

判例を読み解く 最判平23.12.16【百選Ⅰ10】～建築基準法違反事件～

行政法規違反の法律行為の効力について、昭和35年の食品衛生法違反事
件及び昭和30年の煮乾いわし事件（ 短答知識完成講座で扱う）の判例
は、当該行政法規の性質から判断をしている。すなわち、食品衛生法は取
締法規であるがゆえに、同法に反していたとしても法律行為の効力は否定
されない。他方、臨時物資需給調整法1条の趣旨は同条に反する取引の効
力を認めない趣旨である（＝強行法規）ことから、同条違反の取引の効力
は否定されるとした
が、その後の多くの判例は、行政法規の性質で判断するのではなく、事
案ごとに①契約目的の悪質性や②当事者の主観的事情、③違法の重大性を
総合考慮し、民法90条に反するかを検討している。平成23年の建築基準法
違反事件においても、最高裁は、①確認済証や検査済証を詐取して違法建
物の建築を実現するという目的の悪質性、②①を実現するための計画を全
て知った上で契約を締結したというＸ社の主観面、③仮に当該違法建物が
建築された場合、居住者や近隣住民の生命、身体等の安全に関わる違法を
有する危険な建物が出来上がるのであって、その違法性を事後的に是正す
ることが相当困難なため、軽微な違法とはいえないことを認定し、本件各
建物の建築は著しく反社会性の強い行為であって、これを目的とする契約
は民法90条に反し無効としている
本件契約が公序良俗に反して全部無効であるとすると、完成後建物の引
渡しは不法原因給付（民708）となり、Ｘ社のＹ社に対する建物の返還請
求権が否定される。その反射的効果としてＹ社が建物の所有権を得る。他
方、本件契約に基づき支払われた請負代金についても不法原因給付とな
り、Ｘ社はＹ社に請負代金相当額の金銭返還債務を負わない。この結果な
らば、両者のバランスがとれており、事案の解決として妥当である
上記判断に加え、最高裁は、違法な結果を是正するためにされた工事の
合意については、反社会性が強い行為とはいえないとして、その合意につ
いては民法90条に反しない可能性を指摘している（この部分については審
理が不十分であるとして、差戻しされている）

  

＜建築確認＞
・建築物を建築しようとする場合

工事完了

１号～３号建築物は35日以内、４号建築物は７
日以内に、建築主事（同４）又は指定確認検査
機関（同６の２）に前記内容を審査

建築主事又は指定確
認検査機関に対し検
査を申請（同７Ⅰ）

７日以内に検査

＊検査済証が交付されるまでは
　当該建築物の使用が制限され
　る（同７の６Ⅰ本文）

建築物及びその敷地が建築基準
関係規定に適合すると認めた場
合検査済証の交付（同７Ⅴ）

建築計画が建築基準関係
規定に適合するものであ
ることの確認申請（建基
６Ⅰ柱書）

適合することを確認したときは確認済証を交付
しなければならない（同６Ⅳ）

確認済証の交付後、建築工事をすることができ
るようになる（同Ⅷ）

短答 8頁
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第４．公物

１．意義
公物とは、行政主体により、直接公の目的のために供用される個々

の有体物をいう

⑴　目的による分類

　
目的による分類

公共用物

公用物 官公署・官公立学校の建物や敷地等

公道・河川・公園・港湾等

公用物：行政主体の利用に供される有体物
公共用物：公衆の利用に供される有体物

⑵　所有権者による分類

　

所有権者による分類 公有公物

私有公物

国有公物

⑶　人工的に作られたか否かによる分類

　

公道・公園・港湾等

河川等

人工的に作られたか
否かによる分類 自然公物

人工公物

⑷　国・地方公共団体が所有する財産の分類

　 普通財産

行政財産
国有財産・公有財産

国有財産又は公有財産であって、
行政目的に供されているもの

国有財産又は公有財産であって、
行政目的に供されていないもの

行政財産：国有財産又は公有財産であって、行政目的に供されてい
るもの
普通財産：国有財産又は公有財産であって、行政目的に供されてい
ないもの
国が所有する国有財産については国有財産法に、地方公共団体が所

有する公有財産については地方自治法に規定がある
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２．公物の使用関係

⑴　自由使用・許可使用・特許使用

　

使用関係 許可使用

特許使用

自由使用 道路を歩く、公園で遊ぶ等

市民会館の利用許可等

公道にガス管を埋設する等

ア　自由使用
許可なくして公衆が公物の本来の目的に従って、他人の共同使用を
妨げない限度において自由に使用することが認められている場合
ex．道路を歩く、公園で遊ぶ

イ　許可使用
利用について法律で一律禁止とし、申請に基づき禁止を個別に解除
して使用させる場合
ex．市民会館の利用許可（最判平7.3.7 ～泉佐野市市民会館事件～）

ウ　特許使用
公物の独占的な利用を特定人に認めるもの
ex．公道にガス管を埋設する、河川の流水占用権

⑵　公用開始・公用廃止
自然公物については、自然のままで公共の用に供されているため、
公物の成立・廃止は観念できない
他方、人工公物については、公用開始行為によって公共の用に供さ
れ、公用廃止行為によって公共の用に供されなくなる
→公用開始行為及び公用廃止行為は処分（行訴３Ⅱ）である

⑶　使用許可

ア　公共用物の場合
公物管理法（河川法、港湾法等）がある場合、当該法律に基づき、
当該公物の利用が許されるか判断する
公物管理法がない場合（法定外公共用物という）には、イで述べる
規定の適用がある

イ　公用物の場合
行政主体が利用するための財産
→公衆の使用は例外
目的外使用許可について、国有財産法18条６項、地方自治法238条
の４第７項に規定がある

判例 最判平18.2.7【百選Ⅰ70】～呉市学校施設使用不許可事件～
128頁

短答 9頁

公共用物が念頭に置かれ
ている

実務上は法定外公共物と
される


